
移動支援

訪問型
サービスＤ

サービス
概要

移送前後の
生活支援

検討状況 内容 基準単価 内容 基準単価 内容 基準単価 内容 基準単価 内容 基準単価 内容 基準単価 内容 基準単価 内容 基準単価 内容 内容

鯖
江
市

Ａ１
身体介護を含ま
ない生活援助
●事業所指定
●60分以内

 
Ａ２
身体介護を含ま
ない簡易な生活
援助
●委託(シルバー
人材センター)
●60分以内

Ａ１
●基本報酬
　　240単位/回
　（月9回上限）
●加算
　初回加算
　　200単位/月
●自己負担
　1割または
   2割、3割

Ａ２
●基本報酬
　150円/回
（月9回上限）

運動器機能訓練
を主とした自立
支援に資する通
所事業

●事業所指定
●3時間未満

●基本報酬
　313単位/回
　（月9回上限）

●加算
　加算なし

●食事・入浴は
事業所単価(実費)

●自己負担
　1割または
   2割、3割

複合型プログラム
【必須】
　運動器の機能
   向上プログラム
【選択】
　口腔機能向上
   プログラム
   栄養改善
   プログラム

●概ね3ヵ月
●週1回程度
    12回
●2時間

①個別
（事業所指定）
●報酬
・運動器の機能向上
   プログラム
　　340単位/回
・口腔機能向上
   プログラム
　　150単位/回
・栄養改善プログラム
　　150単位/回
●自己負担
　1割または2割、3割
　
②集団
（事業所委託）
●自己負担
　500円/回(送迎あり)
　300円/回(送迎なし)

越
前
市

Ａ１
身体介護を含ま
ない生活援助
●事業所指定
●60分以内

Ａ２
身体介護を含ま
ない簡易な生活
支援
●委託
●60分以内

Ａ１
●基本報酬
　229単位/回
　　月5回上限
●加算
　初回加算
　　200単位/月
●自己負担
　1割または
   2割、3割

 Ａ２
●基本報酬
・サービス提供主
体が設定
　週2回上限
・助成単価
　　600円/回

運動器機能訓練
を主とした自立
支援に資する通
所事業

●事業所指定
●3時間未満

●基本報酬
　313単位/回
　（月5回上限）
●加算
・加算なし
・自立支援プロ
グラム未実施減
算

●自己負担
　1割または
   2割、3割

住民ボランティ
ア、住民主体の
自主活動として
行う生活援助等

利用料は実施団
体が設定

実施団体に交付
金助成

地域住民の互助
による地域の通
いの場

●3時間未満
●介護予防教
室、健康講話、
自主活動等

食材料費、昼食
代は自己負担

実施団体に交付
金助成

運動器の機能向
上、口腔機能向
上、栄養改善プ
ログラム
●40分/回
●個別指導

●基本報酬
　600単位/回
　月4回上限
●加算
・初回加算
・モニタリング
時加算

●自己負担
　1割または
　2割、3割

複合型プログラム
●3時間未満(送迎
時間を含む)
　週1回
　12回/コース
●集団指導

●報酬
 事業所指定
 ・1人
   320単位/回

●自己負担
1割または2割、3割

検討中
配食サービス
他検討中

池
田
町

身体介護を含ま
ない生活援助

●事業所指定
●60分以内

●基本報酬
　229単位/回
　　月９回上限
●加算
　初回加算
　　200単位/月
　処遇改善加算
●自己負担
　1割または
   2割、3割

高齢者の閉じこ
もり予防や自立
支援に資する通
所事業

●事業所指定
●４時間未満

●基本報酬
　313単位/回
　　月5回上限
●加算
・処遇改善加算
・定員超過・人
員欠場減算
●食事・入浴は
事業所単価（実
費）

●自己負担
　1割または
   2割、3割

南
越
前
町

Ａ１
身体介護を含まない
生活援助（介護福祉
士等有資格者又はま
たは一定の研修受講
者による）
●事業所指定または
委託
●概ね60分

Ａ２
身体介護を含まない
生活援助(一定の研修
受講者による)
●事業所指定または
委託(町内事業所を予
定)
●概ね60分

Ａ１
●基本報酬
　229単位/回
　(月5回上限)
●加算
・初回加算
　　200単位/月

Ａ２
●基本報酬
　140単位/回
　(月5回上限)
●加算
・加算なし

●自己負担
　1割または
   2割、3割

閉じこもり予防
や自立支援に資
する通所事業

●事業所指定ま
たは委託
●原則３時間未
満

●基本報酬
　313単位/回
　(月5回上限)

●加算
・加算なし
・自立支援プロ
グラム未実施減
算
基本報酬の80％

●自己負担
　1割または
   2割、3割

保健師、看護職
員、理学療法士、
作業療法士、言語
聴覚士、管理栄養
士、歯科衛生士等
がその者の居宅を
訪問して、問題を
総合的に把握評価
し、社会参加を高
めるために必要な
相談・指導等を実
施

●概ね３か月～６
か月間の個別指導

●報酬
   事業所委託
 
●自己負担
　1回 700円

日常生活に支障の
ある生活行為を改
善するために、利
用者の個別性に応
じて運動器の機能
向上、栄養改善、
口腔機能向上プロ
グラム等を複合的
に実施

●週１回概ね３か
月
　12回/クール
　年間3クール
　1回当り2時間
　（送迎時間除
く）

●報酬
   事業所委託
　
●自己負担
  　１回350円

越
前
町

身体介護を含ま
ない生活援助

●事業所指定
●60分以内

●基本報酬
　 229単位/回
　(月9回上限)
●加算
・初回加算
　　200単位/月

●自己負担
　1割または
   2割、3割

運動器機能訓練
を主とした自立
支援に資する通
所事業

●事業所指定
●３時間未満

●基本報酬
　313単位/回
　(月5回上限)

●加算
　加算なし

●食事・入浴は
事業所単価(実費)

●自己負担
　1割または
   2割、3割

生活行為向上複合
プログラム(運動・
口腔・栄養)

●直接実施
●週1回の概ね
   4か月
　14回/コース
　年間 2コ－ス
　1回当り2時間
　(送迎時間除く)

●直接実施
　　報償費
●利用者負担
　　　350円／回

検討中

買い物支援サー
ビス
(買い物にボラン
ティアが同行
し、買い物のお
手伝いをする。)
●利用料金
　１回　千円

通所型
サービスＣ

介護予防・日常生活支援総合事業　丹南5市町　サービス類型一覧表（令和元年10月～）（※朱字は平成30年4月～との変更点）

サービス
種別

従前相当（現行相当）
多様なサービス

その他の生活
支援サービス

緩和した基準 住民主体による支援 短期集中予防サービス

訪問型予防給付相当サービス 通所型予防給付相当サービス
訪問型

サービスＡ
通所型

サービスＡ
訪問型

サービスＢ
通所型

サービスＢ
訪問型

サービスＣ

訪問介護員による
身体介護、生活援助

通所介護同様
機能訓練

生活援助等
ミニデイ

運動・レク
住民主体の自主活動として行う

生活援助等

検討中

保健師等による
居宅での相談指導等

生活機能改善
栄養改善

令和元年度より
訪問型生活支援の団体補助開始
　（内容、単価は団体が設定）

検討中 検討中

体操・運動等
通いの場

身体介護・生活
援助

●事業所指定
●概ね60分

●基本報酬
・要支援1・2相当
　・週1回程度
 　1,655単位/月
 　　380単位/回
　
  ・要支援2相当
　・週2回程度
　3,393単位/月
   　391単位/回
　
（週１回利用者は当
月3回以上の利用、週
2回利用者は当月5回
以上利用があれば、
原則「月額」とす
る。
※下記1回単価を用い
る場合に留意する）

●加算
・生活機能向上グ
ループ活動加算
・運動器機能向上加
算
・栄養改善加算
・口腔機能向上加算
・選択的サービス複
数実施加算
・若年性認知症受入
加算
・定員超過・人員欠
如による減算
・事業所評価加算
・サービス提供体制
加算
・生活機能向上連携
加算
・栄養スクリーニン
グ加算
・介護職員処遇改善
加算
・介護職員等特定処
遇改善加算
・中山間地等居住者
へのサービス提供加
算
・事業所と同一建物
に居住する者又は同
一建物から利用する
者に通所型サービス
を行う場合の減算
(南越前町・越前町)

●自己負担
　1割または
    2割、3割

自立した生活に
資する必要な日
常生活上の支援
や機能訓練

●事業所指定
●3時間以上

●基本報酬
・週1回程度
　1,172単位/月
　　267単位/回

・週2回程度
　2,342単位/月
　   271単位/回
　
・週2回超
　3,715単位/月
　   286単位/回
　
(週１回利用者は
当月3回以上の利
用、週2回利用者
は当月5回以上利
用があれば、原
則「月額」とす
る。
※下記１回単価
を用いる場合に
留意する)

●加算
・初回加算
・生活機能向上
連携加算
・介護職員処遇
改善加算
・介護職員等特
定処遇改善加算
・責任者に介護
初任者研修課程
を修了した者を
配置している場
合の減算
・同一建物利用
者20人以上の場
合の減算
・中山間地等居
住者へのサービ
ス提供加算
・特別地域加算
（南越前町）
・中山間地域等
における小規模
事業所加算（南
越前町）

●自己負担
　1割または
    2割、3割

検討中

検討中 検討中
※留意事項

訪問型・通所型予防給付相当サービスについて

１回単価を用いる場合
①月途中の利用者との契約開始または契約解除（転出入を除く）

②月途中の入院による利用中止および退院による利用開始

注意１）

参考資料

「平成２８年３月３１日事務連絡厚生労働省老健局介護保険計画課

振興課介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付に

ついて（確定版）Ⅰ－資料９」 ｐ４の★印については１回単価を用いる

注意２）

注意１）以外の月途中の事由については上記の「参考資料」に基づき

日割にて算定する

注意３）

入退院を伴わない体調不良や利用者の都合による欠席の場合は

「月額」を用いる

資料１


